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第 5 回

１　経済統合と開発アジェンダ

ASEAN 経済共同体（AEC）2015 の第１の

柱「単一市場と生産基地」は，通常の国際通商

政策上の自由化アジェンダにほぼ対応するもの

であった。それに対し第２の柱「競争力のある

経済地域」と第３の柱「公平な経済発展」には，

開発アジェンダについての経済協力が盛り込ま

れていた（表１）。これは，AEC が単なる自由

貿易協定（FTA）ではなく，むしろ経済発展

の促進を究極的な目的とする地域協力を目指す

ASEAN 経済共同体（AEC）は，国際通商政策あるいは自由化アジェンダにとどまらず，広範な開発アジェ
ンダについての国際協力を進めている。AEC2015 で言えば第２の柱「競争力のある経済地域」と第３の柱

「公平な経済発展」の部分がそれに当たる。そこでは，経済発展のために必要なさまざまなトピックについて
ASEAN メンバー国間の国際協力が進められており，AEC の究極の目的が地域全体の経済発展にあることを
明確に示している。AEC2025 では，グローバル・ヴァリュー・チェーンの高度利用を中心に据えた開発戦
略をさらに推し進めるべく，その内容を充実させていくことが求められる。

表１　ASEAN 経済共同体（AEC）2015 の４つの柱

［単一市場と生産基地］

・モノの自由な移動
・サービスの自由な移動
・投資の自由な移動
・資本のより自由な移動
・熟練労働者の自由な移動
・優先統合セクター
・食料・農業・林業

［競争力のある経済地域］

・競争政策
・消費者保護
・知財保護
・インフラ開発
・税制
・電子商取引

［公平な経済発展］

・中小企業振興
・ASEAN 統合 

イニシアティヴ（IAI）

［グローバル経済への統合］

・対外経済関係についての
一貫したアプローチ

・グローバル・サプライ・ 
チェーンへの参加促進

（出所）ASEAN (2015b), p. 5.
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ものであることを体現していた。

そこでは，発展段階の異なる国の間において

もお互いに学び合う姿勢が強調され，ピアレ

ヴューの活用，官と民が共に関わるトラック

1.5 といった経済協力開発機構（OECD）的な

アプローチがしばしば用いられる。あるいは，

産官学の協同を志向するという意味では，アジ

ア太平洋経済協力（APEC）的な部分もある。

それらを発展段階の異なる国々で進めようとし

ている点，さらにそのために地域外の先進国や

国際機関を「開発パートナー」と呼んで積極的

に利用している点が，ASEAN らしいところで

ある。通商交渉にとどまらず，多くの分野で交

流の場が持たれていることは，ASEAN の求心

力強化に大きく貢献している。

このような AEC の性格は，2016 年以降の後

継 AEC である AEC2025 においてさらに明確

に示されている（表２）。AEC2025 では，第１

の柱の下にあった優先統合セクターと第２の柱

にあったインフラ開発と電子商取引をあわせて

１つの独立した柱「連結性向上とセクター協

力」とし，既存の４つの柱は基本的にそのまま

継承して，５つの柱としている。AEC2015 で

は第２，第３の柱であったものが，AEC2025

の「競争力のあるイノヴェーティヴでダイナ

ミックな ASEAN」，「弾力的・内容的・人間と

向き合い・人間中心の ASEAN」となる。これ

らの柱の詳しい内容はこれから書き込まれるこ

とになるが，目次立てを見る限り，内容を大幅

に充実させていこうとの意図が見て取れる。

以下では，AEC2015 の第２，第３の柱につ

いてどのような試みがなされてきたのかを振り

返り，AEC2025 に盛り込まれていくべき新し

いアジェンダについて議論していきたい。

表２　ASEAN 経済共同体（AEC）2025 の５つの柱

［高度に統合され 
まとまりのある 

経済］

・財貿易
・サービス貿易
・投資環境
・金融統合・金融包括・

金融安定性
・熟練労働者・ビジネ

スマンの移動円滑化
・グローバル・サプラ

イ・チェーンへの参
加促進

［競争力のある 
イノヴェーティヴ
でダイナミックな

ASEAN］

・効果的な競争政策
・消費者保護
・知財保護協力の強化
・生産性主導成長， 

イノヴェーション，
R&D，技術商業化

・税制協力
・良好なガヴァナンス
・効果的・効率的・一

貫した・応答の良い
規制，良好な規制施
行

・持続可能な経済発展
・グローバル・メガト

レンドと貿易関連課
題

［連結性向上と 
セクター協力］

・輸送
・情報通信技術
・電子商取引
・エネルギー
・食料・農業・漁業
・観光
・ヘルスケア
・鉱業
・科学技術

［弾力的・内包的・ 
人間と向き合い・ 

人間中心の ASEAN］

・極小・小・中企業の
役割強化

・民間部門の役割強化
・官民連携（PPP）
・開発格差縮小
・地域統合努力への 

ステークホルダーの
貢献

［グローバルな ASEAN］

（出所）ASEAN (2015c).
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２　競争力強化の試み

AEC2015 の第２の柱の重点分野の１つは経

済制度整備に関する協力であった。そこでは，

競争政策，消費者保護，知財保護が特記されて

いる。それぞれ専門家グループ，委員会，作業

部会が組織され，法整備や政策形成についての

協力を進めてきた。

競争政策に関しては，ASEAN10 カ国のうち

８カ国で包括的な競争法が導入されているが，

残りのカンボジア，ラオスにおいても制定のた

めの準備が進んでいる。消費者保護法は，す

でに９カ国で整備されているが，残されたカン

ボジアも 2016 年末を目途に導入が検討されて

いる。知財保護については，ASEAN 知財アク

ションプラン 2011-2015 の下で制度的インフラ

整備と有効な施行体制の確立が試みられたほ

か，ASEAN 特許審査協力（ASPEC），商標審

査共通ガイドライン，ASEAN 商標・工業デザ

インデータベースなどの構築が進められた。こ

れらの分野については，AEC2025 においても，

具体的な課題が列挙され，継続的な努力が謳わ

れている１）。経済制度整備は，地味ではある

が，法制整備とその有効な施行に焦点を当てた

活動として，意味のあるものと評価できる。

AEC2015 の第２の柱の下でのもう１つの重

要な項目はインフラ開発であった。この部分

は，2010 年に打ち出された ASEAN 連結性マ

スタープラン（MPAC）2010-2015 によって大

幅に補強され，ときに共同体（Community）

形成と同列に置かれるようになった連結性

（Connectivity）向上という形で強調されるよ

うになった。MPAC は連結性概念を物理的

（physical）， 制 度 的（institutional）， 人 と 人

（people-to-people）という３つの次元に拡張

し，インフラ開発におけるハードとソフトの連

携，経済のみならず文化・社会の結びつきをも

包括するキーワードとした。これは，開発戦略

の文脈では，グローバル・ヴァリュー・チェー

ン（GVCs）の高度利用を明示的に意図したも

のでもある。そこでは，経済統合の深化と開発

格差の是正の同時達成が謳われている。インフ

ラ整備と連結性は大きなテーマなので，本連載

では回を改めて詳細に議論することとしたい。

AEC2025 では，AEC2015 の延長線上のト

ピックに加え，イノヴェーション，規制実施

の改善（good regulatory practice）などが挙

げられている。イノヴェーションは，多くの

ASEAN 諸国が GVCs につながりながらの産

業集積形成（ティア１a），さらに進んでイノ

ヴェーション・ハブの創出（ティア１b）を開

発戦略上の主要課題とするようになってきたこ

とに対応している。集積の利益を効率的に享受

できるような産業集積の形成は，今まさにイン

ドネシア，フィリピン，ベトナムが取り組んで

いるところである。産業集積の中で厚みのある

企業間分業が発達し，そこに地場系企業が参加

していけば，技術移転・漏出が促され，プロセ

ス・イノヴェーションを通じ生産性主導の経済

成長を実現できる。また，マレーシアとタイ

は，先行するシンガポールの動向から学びつ

つ，研究開発ストックを蓄積し，ナショナル・

イノヴェーション・システムを構築，さらには

都市アメニティの充実によって内外の高度人材

を惹き付けねばならない段階に入りつつある。

AEC2025 がイノヴェーションに関しどこまで

貢献できるか，注目される。

規制実施の改善は，日本ではなじみが薄いか

も知れない。しかし，多くの先進国・新興国で
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は，生産性委員会などと名付けられた政府部局

が中心となり，さまざまな政府規制の効率化，

規制施行の迅速化・一貫性確保，応答の良い行

政という観点から，政府部局の政策施行改善を

行っている。ASEAN と東アジアサミットの文

脈では，ERIA とニュージーランドの共同研究

が核となり，OECD とも協力しながら，発展

段階にかかわらず行政効率を向上させる動きが

本格化しつつある２）。

３　内包的経済発展

AEC2015 の第３の柱では，公平な，あるい

は内包的な（inclusive）経済発展の実現が謳わ

れている。ASEAN には，国と国あるいは都市

と地方という地理的な次元での開発格差と，多

国籍企業・大企業と中小企業，近代部門と伝統

部門といった産業・企業の次元での開発格差

が存在している。これらの開発格差の是正は

ASEAN の誰もが反対しない大義名分となって

おり，それを唱えること自体が ASEAN の求

心力を生んでいる。

AEC2015 では，主として２つのトピックが

取り上げられていた。第１は ASEAN 統合イニ

シアティヴ（IAI）である。これは，ASEAN

先行国の後発国に対する一種のキャパシティ・

ビルディング・プログラムである。ASEAN 諸

国は国際機関や域外国からさまざまな形の技術

協力や訓練プログラムの提供を継続的に受け

てきている。しかし，IAI は，ASEAN 内のイ

ニシアティヴとして立ち上げられたものであ

る。金額や活動の規模が小さく実効性の高い

ものとは言えないが，ASEAN 域内の友好を深

めるという意味で域内の評価は高い。IAI は，

AEC2025 では開発格差縮小という項目に組み

込まれ，継続される。

第２は中小企業振興である。ASEAN の１つ

の伝統は，中小企業対策と言っても，弱者救

済，所得の再分配といった社会政策的な色彩が

比較的弱く，競争力強化という経済政策として

進めていこうとの志向が強いことである。これ

は，各国政府の財政基盤が必ずしも強くなく，

所得再分配政策を行う余裕がないということで

もある。しかし，おそらくはそれ以上に，多国

籍企業と地場系企業の間の大きな技術格差を感

じながら，中小企業と地場系企業をなかば同一

視し，積極的な振興政策を展開したいとの思い

も強い。

中小企業振興戦略行動計画 2010-2015 では，

ファイナンスへのアクセス，市場アクセスと国

際化，人的資本開発，情報・指導サービスへの

アクセス，技術・イノヴェーションへのアクセ

スを掲げた。さらに，東アジア・アセアン経済

研究センター（ERIA）が OECD の専門家と協

力して，各国の中小企業関連政策を広範にレ

ヴユーした『中小企業関連政策指標』（ERIA 

2014）を作成した。これなどは，ASEAN 事務

局，各国政府の担当部局，各国の研究者が一同

に会したいわゆるトラック 1.5 で進められたも

のであり，今後の経済協力の一形態として注目

される。

中小企業金融に関してはかつて，日本と世界

銀行等の間で，政府介入がどこまで正当化しう

るのかについて，長く続く論争があった。中小

企業が置かれている不利な立ち位置を補うべく

一定の補助金付き貸付あるいは低利融資を認め

るべきとする日本側と，市場を歪める恐れのあ

る補助金の供給は避けるべきとする相手方との

間で，なかなか折り合いがつかなかった。結論
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としては，明確な市場の失敗が認められる場合

にのみ限定された補助金が許されるというとこ

ろだろう。最近の ASEAN における中小企業

金融の動向を見ていると，やや勇み足で一種の

補助金付き融資を当然視したり，市場原理に反

して民間銀行に中小企業への貸付を義務づける

など，あちこちで混乱が生じている。その背景

には，民間金融部門の未成熟や，そもそも中小

企業側に借り入れをするだけの帳簿やビジネス

プランの準備がないなど，国の発展段階ごとに

解決すべきさまざまな問題が残っている。

GVCs を生かして中小企業を振興すべきとの

かけ声もしばしば聞かれる。しかし，メリッ

ツ・モデル以下の新新国際貿易理論を引くまで

もなく，輸出にせよ直接投資にせよ，中小企業

が直接 GVCs に関われる機会はそれほど多く

ない。それを承知の上で，どのような成功例を

作っていけるのかを検討していくべきである。

図１は，GVCs の有効活用という視点から分

類したティア構造の中で，どのような中小企業

が GVCs に参加しうるのか，例を示したもの

である。

ゆっくりとした GVCs と接続するティア３

の主役は，代表的な労働集約的製造業である衣

料・履物産業である。これらの産業では，雇用

者数では大規模なものも多いが，中小企業に属

するものも含まれる。また，各種の農業・食品

加工業でも，多国籍企業とコネクションを持っ

て海外への販路を確保できれば，GVCs につな

がることができる。さらには，観光業の多く

も，このティアに属する。

足の速い生産ネットワークへの参加が促され

るティア２では，ティア３の延長線上で，コー

ルドチェーン（生鮮食品などを生産・輸送・消

費の過程で途切れることなく低温に保つ流通体

系）付き農業・漁業，リードタイムを短くした

衣料産業などが，中小企業の GVCs 利用の１

つの類型である。また，コールセンター，ソフ

トウェアアウトソーシングなどのサービス業

も，ティア２に分類できる。ティア２では，機

械産業が国際的生産ネットワークの中心となる

わけだが，発展途上国の中小企業がいきなり主

図１　ティア構造と中小企業の GVCs 参加

（出所）ERIA (2015b). 一部改変。
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役とはならない。GVCs への参加といっても，

進出してきた多国籍企業のための一部の部品製

造や，生産ライン構築・管理などの生産サポー

トサービスが，中小企業に任される仕事であろ

う。しかしこれも，間接的ながら，GVCs 利用

の１つの形である。

産業集積を形成するティア 1a になると，サ

ポーティング・インダストリーとしての中小企

業の役割は極めて重要になる。金属加工，プラ

スチック成形などさまざまな機械部品製造へ

の中小企業の参入は，下流の外資系組立業者

からの技術移転・漏出を促す。さらに，OEM

（original equipment manufacturer）や EMS

（electronics manufacturing service）へと進化

を遂げることもある。また，産業集積と GVCs

を支える各種サービス，たとえば国内輸送（旅

客・貨物），フォワーダー（国際貨物運送事業

者），専門家サービス，その他 B to B サービス

も，中小企業が参入しうる分野である。なかに

は自ら輸出を行う中小企業も出てくるが，ほと

んどは直接的には国内取引を行う形で間接的に

GVCs につながるオペレーションを担うことに

なる。

ティア 1b では，ヴェンチャービジネス，イ

ンターネットプロヴァイダー，電子商取引な

ど，新しいタイプの中小企業の参入も重要とな

る。さらには，都市アメニティを支えるレスト

ラン，スーパーマーケット・コンビニ，学校，

その他 B to C サービスも，このティアにおけ

る中小企業の活躍の場となりうる。

このように見てくると，中小企業とひとくく

りにすることは難しいことがわかる。ティアご

とに，性格が大きく異なる主体が関わってく

る。各国とも，ウェイトは異なるとは言え，複

数のティアにまたがって中小企業の萌芽が見ら

れるわけで，中小企業のタイプごとに必要な政

策環境を整えていくことが求められる。

A E C 2 0 2 5 で は ， 極 小 企 業 （ m i c r o 

enterprises）を加えて，MSME とスコープを

拡大している。さまざまなタイプの中小企業に

目配りするようになるのはよいことである。し

かし，極小企業に比重をかけすぎて中小企業政

策が社会政策的性格を強くしてしまうのは望ま

しくない。ASEAN の経済発展段階を考えれば，

特にティア 1a，ティア 1b に属し，経済的にも

競争力の源泉となるような中小企業の育成が必

要である。経済統合と格差是正を矛盾するもの

ととらえるのではなく，両方が同時に達成され

るような道筋を見極め，それを後押しするよう

な政策形成を試みていくことが期待される。

その他，AEC2025 では，「内包的」という言

葉の拡大解釈から，ASEAN ビジネス諮問委員

会（ASEAN-BAC）との連携強化を含む民間

部門の関与の強化，インフラ整備その他におけ

る官民連携の促進，市民団体その他のステーク

ホールダーとの協力なども盛り込むとしている。

４　セクター協力

AEC2015 では第１の柱の下に置かれていた

優先統合セクターは，分野によっては目に見え

る成果の上がった項目となった。AEC2025 に

おいて，インフラ開発とともに独立した柱とし

たのは，このような分野別アプローチが有効

で，その貢献も見えやすいからであろう。

AEC2015 では，電子，eASEAN，ヘルスケ

ア，木製品，自動車，ゴム製品，繊維・衣料，

農産品，漁業，航空輸送・観光，さらに遅れて

ロジスティックスを加えた 12 分野につき，モ
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ノ・サービスの貿易と投資の自由化，貿易・投

資の円滑化，貿易・投資促進や統計整備などを

進めるとしていた。この分野選択はいかにも思

いつき順に並べた感がある。しかし，いざ始め

てみると，狭い意味での自由化にとどまらず，

通関手続き，基準認証，競争力強化など，間口

の広い協力を展開できることがわかってきた。

AEC2025 の「連結性向上とセクター協力」

では，輸送，情報通信技術，電子商取引，エネ

ルギー，食料・農業・漁業，観光，ヘルスケア，

鉱業，科学技術の９分野について，経済統合の

深化と競争力強化のために，さまざまな協力を

進めていくとしている。具体的なイニシアティ

ヴも方々で動いており，着実に成果を上げてい

くものと期待される。

５　ASCC との連携

経 済 問 題 に 近 い ト ピ ッ ク で あ っ て も，

AEC で は な く ASEAN 社 会・ 文 化 共 同 体

（ASCC）で取り上げられているものもある。

ASCC ブループリント 2009-2015 では，内包

的（inclusive）で調和のとれた（harmonious）

社 会 を 実 現 す る た め， 人 間 中 心（people-

centered） で 社 会 的 に 応 答 の 良 い（socially 

responsive）ASEAN 共同体を目指すとして

いた。そのために取り組むべき分野として， 

⑴ 人的開発，⑵ 社会福祉・保護，⑶ 社会正義・

権利，⑷ 環境上の持続可能性，⑸ ASEAN の

アイデンティティ，⑹ 開発格差の是正が挙げ

られていた３）。ASCC は，AEC に比して進捗

が緩慢と指摘される時もあるが，各分野の協力

という意味ではそれなりのフォーラムを提供し

てきた。

ASCC ブ ル ー プ リ ン ト 2025（ASEAN 

Secretariat (2016)）では，2016 年以降 10 年間

にいかに ASCC を深化させていくかについて，

⑴ 人々の関与と利益（engages and benefits 

the people）， ⑵ 内 包 性（inclusive）， ⑶ 持

続 性（sustainable）， ⑷ 頑 健 性（resilient）， 

⑸ 活力（dynamic）という枠組みを提示して

いる。そこに挙げられているトピックの一部

は，AEC の目指す競争力強化，内包的経済成

長とも近い。競争力強化に関係するものとして

は，たとえば教育，ICT の活用，環境などが

挙げられる。内包的経済成長と密接に関連する

ものとしては，社会保障・保護，移民労働者，

災害に対する強靱性，危機における社会的セー

フティネット（資金，食料，水，エネルギー）

などが含まれる。AEC と ASCC の間の連携を

強め，これらのトピックが社会的目的のみなら

ず経済的目的にもかなうように進められていく

ことが望まれる。

６　AEC2025 に向けて

AEC2015 の第２の柱「競争力のある経済地

域」と第３の柱「公平な経済発展」は，AEC

を単なる経済統合ではなく地域全体の経済発展

のための広範な経済協力を進めるものとするた

めに，重要な役割を果たしてきた。AEC2025

では，その内容をさらに充実させようとしてい

る。そこでは，GVCs のさらなる有効利用とい

う観点から，ティア 1a，ティア 1b に対応する

項目により大きな比重を置かれていくことだろ

う。

ASEAN の活動全般に言えることだが，これ

だけ内容が充実してきたにもかかわらず，各国
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からの拠出金が小さすぎ，投入する人的資源も

限定されている。多くの分野で，二国間援助や

国際機関の関与に頼っている部分も大きい。域

外の資源を用いること自体はよいが，自らオー

ナーシップを持ち，長続きする形で，活動を続

けていくことが大切である。政策研究に対する

需要も極めて顕著であり，ERIA のような政策

シンクタンクの拡大・強化も望まれる。

［注］
１）以上，ASEAN （2015a）による。
２）たとえば Gill （2016） 参照。Yashiro （2016）は日本の規制

実施の改善に関し厳しい評価を与えている。
３）ASCC の進捗評価と 2016 年以降に向かうべき方向性につ

いては ERIA （2015a）参照。
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